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特集　東日本大震災
A Catastrophic Earthquake in Tohoku, Japan

1）東北地方太平洋沖地震の地震・地震動について
1） Earthquake and Strong Ground Motion of the 2011 off the Pacific Coast of Tohoku 

Earthquake

 小林　喜久二　Kikuji Kobayashi＊1

2011年3月11日午後2時46分に三陸沖を震源として発生した東北地方太平洋沖地震は大津波を伴い，東北地方から
関東地方の広範囲にわたって甚大な被害をもたらした。本報告では，今回の地震及び地震動の特徴について既往の
調査結果を参考にして整理するとともに，地震動の性状について若干の考察を行った。

1　地震

1.1　地震・被害の概要
地震・被害の概要をTable 1に示す。今回の地震は，東日本が位置

する北米プレートとその下に沈み込む太平洋プレートの境界で発生
した海溝型地震であり，地震規模は国内観測史上最大のMw9.0（Mw：
モーメントマグニチュード）と評価されている1）。死者・行方不明
者は2万人を超し，建物全壊戸数も10万戸以上と甚大な被害となっ
たが2），特に大きな被害を受けた地域は報道情報からも分かるよう
に海に面しており，被害の多くは津波によるものと推察される。津
波に関しては地震後の調査により，津波の遡上高は岩手県宮古市姉
吉地区で最大の38.9m，青森県から茨城県の広範囲の地域で10mを
超えたことが明らかにされている3）。

1.2　東北地方太平洋沖で過去に発生した大津波地震
Table 2に今回の地震が発生した海域で過去

に発生した大津波地震を示す4）。現在までに4

地震が確認されているが，いずれも規模は今
回の地震より小さく推定されている。4地震
の中で規模が最も大きいと推定されている地
震は869年の貞観地震であり，最近の津波堆
積物の調査等によりその詳細が明らかにされ
つつある5）。なお，今回の地震の津波浸水域
は明治三陸地震と貞観地震を合わせた津波浸
水域とおおむね対応していると言われている6）。

1.3　余震・誘発地震
Fig.1に震源域と余震・誘発地震の分布（4/11現在）を示す7）。今回の地震の特徴の一つは余震が過去の地震と比

べて極端に多いことであり，M5以上の余震数は本震発生から90日間で約500を数えている（これまで余震数が最も
多かったのは1994年北海道東方沖地震（M8.2）で，同条件の余震数は約130）8）。M7以上の余震は本震発生当日に3回，
4月になって2回，計5回発生している。そのうち，本震発生の約30分後に茨城県沖で発生した余震（Mw7.7）は現
時点での最大余震で，関東地方の被害を拡大させた可能性もある。今回の地震では，震源域から遠く離れた内陸や
海域で誘発地震が発生していることも特徴である。内陸のM6クラスの誘発地震として，本震発生の翌日には長野
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地震規模 Mw9.0

震源位置 牡鹿半島の東南東，
130km付近，深さ24km

地震タイプ プレート境界地震（逆断層）
最大震度・
最大加速度

震度7，加速度2700cm/s2

（いずれも宮城県栗原市）
津波最大遡上高 38.9m（岩手県宮古市）
被害概要
2011/8/29現在
警察庁発表

死者：15,745人
行方不明者：4,467人
建物全壊：115,404戸

Table 1　 地震・被害の概要 
Outline of earthquake and damage

発生年 地震名 地震
規模

最大
震度

津波
最大遡上高 犠牲者

 869年 貞観地震 8.3 － － 死者約1,000人
1611年 慶長三陸地震 8.1 － － 死者2,000～5,000人
1896年 明治三陸地震 8¼ 3 38.2m 死者21,959人

1933年 昭和三陸地震 8.1 5 28.7m
死者・行方不明者

3,064人

Table 2　 東北地方太平洋沖で過去に発生した大津波地震（理科年表） 
Tsunami earthquakes occurred past off the Pacific coast of Tohoku
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県北部の深さ8kmでM6.7の地震が発生，また，3月15日には
静岡県東部の深さ14kmでM6.4の地震が発生しており，いず
れも最大震度6強が観測されている。なお，1854年安政東海
地震（M8.4）では本震の約10ヶ月半後に最大余震（M7～7.5）
が発生し，また，1944年東南海地震（M7.9）の誘発地震と
して4年半後の1948年に福井地震（M7.1）が発生している等
の事例があり7），余震・誘発地震については今後も注意が必
要であると考えられる。

1.4　東北地方太平洋沖で想定されていた地震
Fig.2に，地震調査研究推進本部地震調査委員会により，

今回の地震前に評価されていた当該海域の震源域区分と想定
地震の規模を示す9），10）。今後30年以内の発生確率は図中アの
領域（宮城県沖）と図中オの領域（三陸沖南部海溝寄り）が
非常に高く，それぞれ99%，80～90%と評価され，両領域で
大地震の発生が危惧されていた。アとオの連動によるM8.0

前後の地震も想定されてはいたが，今回の地震はイを除く6

つの領域が連動して発生しており，地震前にはこのような連
動は想定されていなかった。
なお，今回の地震では大被害に繋がる大津波が発生したが，後述す

るように，震源が位置するオの領域と海溝に沿った図中ウの領域（三
陸沖北部から房総半島沖の海溝寄り）で，大津波の原因となる最大約
30mの大きな断層すべりが発生したことが明らかにされている。ちな
みに，ウの領域ではM8.2前後の地震が想定されていたが，今後30年
以内の発生確率は20%程度と評価されていた。

1.5　断層のすべり分布
断層のモデル化は観測された強震記録や津波の特性を検討する上で

重要であり，今回の地震についてはこれまでに複数の研究機関によっ
て断層モデルが検討されている。Fig.3に国土地理院によって推定さ
れた断層のすべり分布を示す11）。この結果は陸域GPS観測と海底地殻
変動観測のデータに基づくものであり，大きなすべりは震源より海溝
側の領域で発生し，最大すべり量は約60mと推定されている。一方，
Fig.4に気象庁によって推定された断層のすべり分布を示す12）。この結
果は強震記録の周期7～100秒成分の波形に基づくものであり，断層面
は約500km×約200km，断層の破壊継続時間は約170秒と推定されて
いる。すべりの大きな領域は震源付近とそれより海溝側の領域であり，
上述の国土地理院の結果とおおむね対応しているが，最大すべり量は
この場合約30mと推定され，国土地理院の結果と大きな違いを示して
いる。Fig.5には京都大学・釜江研究室により推定されたすべりの大
きい領域を示す13）。このモデルも気象庁と同様強震記録の解析から推定されているが，工学的に重要な周期0.1～10

秒の波形に基づいている点に大きな特徴がある。すべりの大きい領域はこの場合沿岸域に5つ推定されており，国
土地理院及び気象庁の結果とは整合していない。また，5つの領域の地震モーメントの総量は本震の1割程度になる
ことが示されている。
以上の検討例からも類推されるように，強震動の生成領域は周期帯によって異なるなど，今回の地震の断層の破

壊過程は単純ではない。そのため，強震記録や津波のシミュレーション解析を行う場合，その精度は参考とする断
層モデルに大きく依存する可能性があり，今後の研究動向にも留意が必要である。

Fig.1　 今回の地震の震源域と余震・誘発地震の分布（地
震研究所） 
Distribution of aftershocks and induced earthquakes 
by Earthquake Research Institute

Fig.2　 地震調査委員会による震源域区分と 
想定地震の評価（一部加筆） 
Division of source area and assumed magnitude 
by Earthquake Research Committee
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2　地震動

2.1　大きな加速度を記録した観測点
今回の地震で観測された地震動の特徴として，

広範囲で大加速度を記録したこと，また，継続
時間が非常に長かったことが挙げられる。観測
記録の一例として，Fig.6に2,700cm/s2と最も大き
な加速度を記録した宮城県栗原市K-NET観測点
（MYG004）のNS成分の観測波形を示す。長い継
続時間は断層の破壊継続時間が前述のように約
170秒と長かったことに起因している。また，大
きな2つの波群が約40秒の間隔で出現しているが，

Fig.3　 国土地理院により推定された 
断層のすべり分布 
Slip distribution on the fault by GSI

Fig.4　 気象庁により推定された 
断層のすべり分布 
Slip distribution on the fault by JMA

Fig.5　 京大釜江研究室により推定された
すべりの大きい領域（一部加筆） 
Asperities estimated by Kamae 
laboratory

Fig.6　 観測波形例（MYG004） 
Example of observed seismogram （MYG004）

Fig.7　 大きな加速度を記録したK-NET・KiK-net観測点の分布 
Distribution of K-NET and KiK-net sites where large peak ground accelerations were observed
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このような特徴から，震源周辺で特に大きな断層すべりが約40秒の間隔をおいて2回発生したと推定されている。
Fig.7に防災科学技術研究所の強震観測網K-NET・KiK-netで大きな加速度を記録した観測点の分布を示す。左図

は最大加速度200cm/s2以上，真中の図は500cm/s2以上，右図は1,000cm/s2以上を記録した観測点を示しており，観測
点数はそれぞれ160，52，14になる。これによると，関東地方でも200cm/s2以上の大きな加速度が多数の地点で観
測されており，茨城県日立市では3番目に大きい1,598cm/s2が観測されている。今回の地震では関東地方でも非構造
部材等に大きな被害があったことが報告されているが，以上のように大きな加速度が観測されたことと関係してい
ると考えられる。
なお，500cm/s2以上及び1,000cm/s2以上を記録した観測点の分布に着目してみると，必ずしも震源に近いわけでは

なく，その多くはかなり内陸に入った地域に系統的に分布するような傾向があり，今後その原因について検討が必
要と考えられる。

2.2　地盤の非線形性の影響
Fig.8に宮城県石巻市と茨城県日立市で観測

された本震，M＞7の余震及びM＜5.5の余震・
既往地震の速度応答スペクトル（h＝0.05）を
示す。石巻市の結果（左図）をみると，振幅
の小さいM＜5.5では周期1秒付近にピークが存
在するが，振幅の増大とともにその周期は伸長
し，本震では周期1.8秒付近に長周期化してい
る。日立市の結果（右図）でもピークの周期は
異なるが，同様に長周期化しており，本震時に
は表層地盤がかなり非線形化したことを示唆し
ている。今後，地震動が原因となる建物・地盤
被害の検討や強震記録の特性の検討にあたって
は，地盤特性の把握も重要な課題になると考え
られる。

2.3　最大振幅の距離減衰特性
今回の地震については従来からよく利用されている距離減衰式と観測値の比較結果が報告されているが，従来の

距離減衰式は観測値の距離減衰性状をよく説明できないことが示されている14）。一方，筆者らは，K-NET・KiK-net

で2010年以前に観測された主要な地震を含む49地震のデータに基づいて最大加速度及び最大速度の距離減衰式を作
成している15）。本距離減衰式はMw7.9以下かつ距離300km以下のデータベースから作成されており，従来の距離減
衰式と同様Mw9.0の今回の地震対しては外挿になるが，本距離減衰式が適用可能か否か検討を行ってみた。
本距離減衰式の基本的な特徴はパラメータとして見掛け入射角を導入していること，また，距離として断層中心

からの距離を採用していることであり，基本モデルとして次式を仮定している。

　　logA＝aMw－logXc－bXc＋（di＋e1i θ
3＋e2i θ

2＋e3i θ）sei＋f・log（AVS20/700） （1）　

ここに，Aは地震動の最大
振幅，Mwはモーメントマグ
ニチュード，Xcは断層中心
距離，seiは地震タイプのダ
ミー変数，θは見掛け入射角，
AVS20は地表面からGL-20m

間の平均S波速度（m/s）を
示す。見掛け入射角項は伝播
経路特性に関係するが，便宜
的に地震タイプで区分し3次
関数で表現した。Table 3に回

Fig.8　 速度応答スペクトル（h＝0.05） 
Velocity response spectra （h＝0.05）

a b

d e1 e2 e3

f σ地殻内
プレート間
プレート内

最大
速度 0.70 0.0014

－1.81
－1.49
－1.51

－0.60e－6
　0.24e－6
－0.20e－5

0
－0.12e－4
　0.19e－3

0
－0.96e－2
－0.12e－1

－0.63 0.27

最大
加速度 0.59 0.0037

0.19
0.64
0.88

－0.13e－6
－0.11e－5
－0.12e－5

0
　0.19e－3
　0.16e－3

0
－0.14e－1
－0.14e－1

－0.27 0.32

Table 3　 回帰係数と標準偏差（小林・植竹，2011） 
Regression coefficients and standard deviation
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帰係数a～f及び予測誤差の対数標準偏差σ

を示す。見掛け入射角を導入した効果とし
て，従来からの課題であった震源近傍及び
深さ30km以上の地震に対する適用性が大
きく向上することを確認している。また，
稠密な観測データが得られている1994年
Northridge地震（Mw6.7）の距離減衰性状
もよく説明できることを確認している。

Fig.9に本震の観測値と本距離減衰式の
比較を示す。比較にあたって，断層中心距
離は防災科学研究所の断層モデル16）を参照
して算出した。また，観測値は回帰係数f

に基づいてAVS20＝700m/s相当地盤に変換
した。観測値の特徴として最大加速度と最
大速度の減衰勾配に大きな違いがみられる
が，本距離減衰式は外挿となる断層中心距離300km以上の領域も含めて，最大加速度，最大速度の観測値の平均的
な距離減衰性状をおおむねよく説明している。ただし，震源近傍で過大な予測値を示すなどの課題もあり，今後今
回の地震の余震データも利用してさらに詳細な検討を行う予定である。

3　おわりに

地震動予測では，地震想定が基本的かつ重要な課題となるが，地震動を精度よく予測することも大きな課題であ
る。今回の地震では北海道から九州にわたる全域でMw9.0の多数の貴重な観測記録が得られており，今後これらの
観測記録を活用して地震動予測の高度化に繋げていきたいと考えている。
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